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地方教育委員金における事務事業点検鵠許価の現状(第2報)
木 雄
(山形大学大学院教育諜践研究科)
1 surveyed the status of self-study evaluation at the Local Boards of Education in Japan. In 
order to問。the features of the evaluation results， 1 compared the contents of the reports among the 
117 Boards of Education. The study showed that many boards tended to make an affirmative 
evaluation without taking corrective measures. 1 think that it is more important to reveal the 
problematic issues the boards face to the residents than showing validity and the effectiveness of 
the administrative operation. 1 believe that this evaluation system must be utilized for 
self-impl'Ovement and self-reform. 
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1 はじめに
における教育委員会制度では， 全国の全
の昌治体に首長部局から独立した行致委員会と
の教育委員会を設置することを総務付りてい
る。福井(2 006)は，r誌長や議会のコントロールも
ない税立機関という建前がかえって， 大きな国
的課題達成と個別の生後・保護者ニーズへの対応
の双方を不十分にしているのでは設いか。
る市 町村の濡営
が， 受益者たる住民の意向
行設を見直すことについて責任会果たされていな
い， という現行制度の問題点が顕布化されていな
いパと指摘する九タれとも， I教育委員会は， 事
の提出する案をi自認するだけで， 実質的な意
思決定を行っていないJ， r教青委員会がi出或住民
の意向者十分に反映したものとなっ、ておらず， 教
員など教育関謀者の意向に沿って教育行政を行う
傾向が強いJ， I地域住民にとって， 教育委員会は
どのような役割をもっているのか，どのような活
動を行っているのかがあまち認知されていないJ，
f患や都道府県の示す方向性に従うことに集中し，
それぞれの地域の実情に応じて蕗策を行う忠由
必、ずしも強くなしリなど多くの間関点が投げかけ
られてい
教育委員会鰯震についてのこうした問題点老故
善するため，2 007(平成19)年 6月f地方教育行政
の組織及び運営立関する法律J(以下「地教行法J)
が一部改王され，2 008年4月に施行されたの 主な
改班点は次の通りである。
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教育教員会の資任{本制の明確化
号教育委員会の体制の充実
③教育における地方分権の議議
窃教育における自の糞任の明確化
6私立学校に関する教背行敦;こおける
員会の役割の明確化
このうち「教育委員会の責任体制の明確化」 の
具体策として， 教育委員会事務事業に関する点
検・評部縦度の導入並びに教育委員会が教育長に
委託できない事項の明確化が打ち出された。 地教
行法2 7条の規定により，教官委員会は，毎年，そ
の播摂に議する事務の管理及び執行の状認につい
て点轍及び評錨を行い， その結果iこ関する
を作成し， これ合議会に器出すると共に公表しな
ければならないものとなった。
法施行後， 3 年目に当たる2 010年に，筆者泣，
県教脊委員会告と含む山形果肉の市町村教育委員会
を対象として， 実撞状況についてのアンケ}ト
査を実施した。 その結果，実薙率が70%線度で
ること， 特に小規壌教青委員会での取り組みが進
んでいないこと， 教育委員会の事務事業を客銭的
に点，検・評鵠するという合理J投は認識されている
ものの最善かつ必須の制度と拠えている
は少なく， むしろ負担J惑をもって取り組んでい
る委員会が多い等の実惑が明らかになっ
鳴(2 009)は， 事務事業評価システムの導入に
関わって，I教青委員会は自己点検・抑制の実麗と
その公表， さらに評錨に基づく改善の努力義務省?
課せられたが， これは悶による教育委員会の目
管理システムとして機能する可能性があるJと述
べ， 教育委員会制度の接幹に関わる龍題点が多く
まれている立をf旨摘している。
教育委員会棋震は， レイマン・コントロールをど
基本諜理としている。 堀(200 9)は) íレイマン・コ
ント ローんが機能するため
に会する教委会識が， 地域の問題
の解決に関する絞策的アイヂィア
ォーラムでなければyならなしリと
指摘に基づくと，
験・評価は， 元来レイマン・コント ロール機能の
として行われるものであるといえよう。
教育委員余の教育長に対する事務管理の委任が
明確化したことにより， 教育長以外の教育委員の
役割がこれまで以上に低下してしまうことも
されている。 加えてz 点検 ・ 評留に当たっ
し学識経験在害する者の知見を活吊すること
とした条文が， ますます教育委員の レイマン ・ コ
ントロールを弱体化してしまわないかといっ
くの課潤を含んだ制度といえる。
2 罷査の毘的と方法
(1) 調査の目的
12月までに各教育委員会が出した2011
関する点験・評価報告擦を基に，
規模での実施状況な調べるとともに) 2010 
山形県における実施状況と龍喜治体の実施状況の
百を比較検討することにより2 本製j支の実施-状
1兄並ぎに問題点を境らかにする。
特にs 教青委員余儀の評額基準の設定の仕方や
評価結果の表し方特の類鋭立や相違点
より機能的な萩検・評価のT怒り方を検討する。
(計調査の方法
法施行設5 年目を通えた2012 年度の点検・評価
の実施状況について調査した。 インターネット
に公開された全毘の都道府県放びに市区町村教育
の平成 2 3 年震実端事務事業に対する点
検・評部報告書をダウンロードし， その内容を分
析するという方法で行ったえ
3 鵠査結果
(1)ホームベ…ジによる公表状況
点検及び評舗の結果については公表しなければ
ならないと規定されている。 公表方法として3 イ
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ンターネット上で幸子自治体のホームページを活思
している教育委員会が多数ある。
検索の結県， 全密 318 の都道府県主主びに市区町
村教育委員会が検出された。 とれば全国の蔀道府
県立立びに市豆町村数の 17.8実と2なっている。
18都道府県，2 32 TI1亙) 65除L 3村の教育委員
る。 その中から全都道府県を含bことを配
したうえで) 117 教育委員会を任意に抽出した。
抽出内訳は， 8 都府県(44.4鈴， 沼市区 ( 36. 9時，
24町( 36. 9拡)，3村(100弘)で全体の撞出事は 36. 9発
る。
(2) 評髄の観点
抽出した教脊委員会( 以下， ít虫出教委J)の中で
20. 5誌に当たる24教委で評値の観点を明記して
いる。 そのうちの大半が有効性， 効率性，
あげている。 この結果は，2010 年度山形県鵠査
の結果と一致する(図1)。 宥勢性については上位
擁策や1m施策への貢献捜， 効率牲については費用
対効巣， 必要性について辻生民ニ…ズに対する自
治体関与のあり方特の観点から点検・評留安行お
うとしている。
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関1 詳癌の観点
的事務事業の評缶に関する分析結果
事務事訴をの実蕗状況並びに成呆等に関する評価
には， 文章表記によるものと段階的評倍によるも
のの2還りが見られた。
文章表記i丸論出教委中半数以上の53. 9 %に当
ている。実施状況等も含め
もので， 事業毎に詳細な実撞状況や
成果並びに課題が具体的に読み取れるようになっ
ている。 施築全件を網羅した楼誌ではなく一部の
施策ι偏ってしまうといった鎧所もあるが， より
実態に即した評{訴が行えることや刻、部評価者が理
解しやすいこと， 点数化の作業が脅かれるこξ等
から， 当初設情的評価方法をどってし
会でも文章表記による評価へ移行するケースがで
ている。
段階的評価については， 3・4 ・5 設!培の3種類
iこ分類された。 3段11皆評価を行っている
1 4で， 抽出教委の12.0ちもに当たる。 自
達成状況 (A : 目標達成，B:概ね達成，C:目標値
下由った)，若しくは執行状況 仏:計画を上自っ
執行， B:計画通り執行， C:計画通り執行できなか
った)のし1ずれかで検証しているc
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函2 事務事業許締結果(5設鰭評価を集約)
国之は， ヒ記のうち目標が速成されたA・ 日
許せたもの侶掠達成・概ね達成)と， 目標{度を
下回ったC (来議成)を詑較したグラフで為る。
85 '""-'100% �極めて
4段階評錨を行ってし百る教青委員会が 31 と
も多く， 抽出教委の26. 5 ちもとなっているの 吉
成状況 (A:日揮を大きく上回って達成，日:(ほぽ〉
間標通りに達成 ，C: fl擦を少し下回った，D:目標
きく下回った)若しくは成果状況仏:十分な成
果， 日:一定の成果あり， C:改善する必要あり，D: 
抜本的晃度しが必要Lまた，有効性の援点から
評髄 (A:大きい，B:ある， C:あまりない， かな
い)に分類される。 図3は多 上記のうち一定の成
県が認められたA�Bを許せたもの (目標達成・
2謀議り)と，一定の成果が認められなかったC'
Dを併せたもの (未連成)を比較したグラフであ
る。 前者が 6 3 '""-'1 00%であり，8割以とが90%以
上の達成本土なっている。
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日目標以上. fl標通り ロ米達成・{也
霞3事務事業部構結果(4段階静{薦委集約)
5段階評f屈を行っている教青妥委員会は9で， 抽
出教委の7.7%である。 日標の達成状況 (A : 十分
B:概ね達成， C:ほぽ日課通り， D:達成に向
けて努力した， E:取り組まなかった)若しくは成
果状況仏:卜分成果あり，ß:成果が 上がっている，
C:一定の成果， D:あまり成果がない，日:全く成巣
なし)のいずれかで評揺している。 図4は， Jτ記
のうち一定の成果が認められたA'""-'Cを併せたも
の (目標達成・概ね達成)と， 一定の成果が認め
られなかったD 'Eを併せたもの (未達成)を比
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較したグラブである。 記者が88'"""'1∞ちもと極めて
高い割合会弟じている。
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図4事務事蝶評価結果(3段階評価校集約)
いずれの段階別評価の結果をみても， …定の目
標が達成できたか一定の成果がえられたとするも
のが少なくとも 60 ちもを謡えており， その大半が
90 ちも以上であることから， 事業の大半が喜
成しているという評髄結果になっている。
(叫今後の方向性に関する分析結果
前述の事業評価を受けた今後の方向性の内容を
分類した結果， 抽出教委の25. 6<>らにと当たる3 0 教
委で， 事業毎に方向性を示している。 3'"""'10 の方
向性で示されているが， ["見重しJ í 縮小j
統合jなどの境問が出てくるため， く
なる誌ど区Jj!Jがつきにくくなる額向が島
された今後の方向性につ
いて各事業侍にf継続 (拡充して継続ま
を維持して継続) J， í見庇し(改善・縮小または統
に統合・整理し直し， それ
ぞれの割合をグラフ化したものである。
委員会でも継続の方向をす丁ち出している
7 0 私以上になっている。
話述の事業評{読め結果と間援， 大半が拡充
継続若しくは現状維持という方向性が示さ
ることは， 現行のいずれの事業も目標を連成し
おり有効性， 必裂性が高いと評価していることが
伺える。 このように， ほとんどの教育委員会が
れぞれの事業に対して肯定的な評儲を
実態から， 本総度による点検・評錨が，
革に繋がらず， むしろ教育長に委託さ
びに譲策の妥 誌や亙当牲をアピーノレする
なっている臨も否定できない。
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(5) 外部評価者
①外部評偶者数
外部評額者数では， 抽出教委の2 9. 9覧iこと当
35の教育委員会が3入で， 最も比率が
次いで2 人， 5人と続き， 外部評鵠者
自己評価のみで実擁している教育委員会が 9.4%
見られた。 また， r社会教育委員会議jや
興推進会議」等教背番員会が委嘱する会議を外部
評価として位置付けているケースも見られた。
外部評稿者の職業や役職は， 表Iに示す通り
j岐にbたっているが， 大学教員が最も多いことか
ら， 多くの教育委員会でiまより客観的で専問的な
立場からの知見を詩ょうとしていることが同
表1 . 外部静錨者の投職等
大学教員， 社会教育委員， PTA役員(保護者) ， 元教
育委員， 元学校長， NPO関係者， 元団体職員， 学校
評議員， ボランティア活動家，区長会長，婦人会長，
主任児童委員， 子ども会資成会関係者，
関係者， 体育協会関係者， 文化協会関揮者， ス
ツ少年毘関録者， 教習研究磯関関孫者，
青少年育成協議会関保者，高工会関孫、者z会社役員，
報道機曹関係者， 公立笑捕鵡長， 公募による
その{也大半が充て職になっているが， いずれ
も幅広い立場の多様な視点から評価を受けようと
る姿勢が伺える。 二つの自治体では公募北よる
を行っていた。 このケースは今後増えてくる
ものと思われる。
窃 教育委員と外部評価委員との関係性
次に， レイマン・コントローノレ機能
とタト部評価委員との関部性について考察するO
外部評価者は， 教育委員会の;事務局が行った底
評価(内部評蕗〉について， 担当各課長等から説明
を受け， 評舗の観点に沿って外部評価を行い， 教
育委員会事務局に対して文書若しくは口頭で評価
内容者伝達しているのがほとんどである。その捺，
よっては， 教育委員が同席して詩留
を受けるケースもある。 多くの教育委員会では外
部評艇を受けた後3 報告書作成の段賠で定例の教
育委員会議から承認を得る形になっている。 その
， 教育委員の意見が出されるが報管欝に反挟
されることはほとんどない。 ここ
度の形骸北がみられるG
レイマン・コントロ…ルとは，
的に決定するのみならずF 施策が広く社会の堂識
誌のニーズを的確に反映させているか， 一連
の活動全体を通して見極められるものである。 点
議・詳細活動においても， レイマンである
が関与されなければならない。 それに対し外部
評価者の評髄i丸 レイマン・コントロ…んを機能
させるための一手段でなければならない。 [直接意
見を交えることが出来ないとしても，
(狭義)において外部評髄結巣についての検証を
行いつつ報告書にも反殺させるべきであると考え
る。
(6 )現地調査を律った外部評髄の事例
外部評倍委員が現地調査をもとに外部評韻安打
っている事前は， 東北地方の2万人程度人誌をも
っ軒の教育委員会で行われているものである九
実際に長年数青にたずさわってきた学校教育及
び、社会教育の専門家l名ずつ (いずれも校長経験
者)を第一次外部詳細者として佐命し， 当町教育
と施策に基づき点検・評舗を行ってし1
る。 教育現場の実龍を知る専門家が時間をかけて
中身の評髄を行うという点で， 特徴的な方誌とい
える。 第二次外部評稿者として， 学問的専門家と
いう:立場からl名の大学教員を充て， 総括者とし
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て位置付けている。平成24 年度の報告書で総括者
は， í具{本的には，現地議委主を伴わなし
検 ・ 評価や， 教育現場の担当者ではなく相当課長
からのヒアリングのみの点検・評植を行っている
教官委員会が多いようである。 そのような:札
校・社会教育の実情に精通したニ人の専門家が年
間を通じて何度も現場の実情に即した点検・評傭
うとし寸露委員会の方法は，問L上の空論』で
なく現場の央情に即した点績・評価を行うとい
う意時で，大変望ましい方式であると評伍される。j
と述べている。 こうした方法による点換・評価は，
指捕の通り現場の実態に即したもので， 他に類鍔
ない。 …次評価者は， 年間数回にわたって学
校や社会教育施設の訪爵や主備事業への拳却など
じて， ヒアリングだけでは把握出来ない現状
理解から点検・評悩な行っている。 訪問などに当
たって試控当者からの説明も受けており， 密T(の重
点施策が現場に直結していないなど， より実態に
期した担点から詳{揺がなされているO 外部評価者
が現場の実態を其体的に見ること泣， 評価活験
客観性をもたせるなど効果泣大きい。
しかし， 教育委員会の投割との
主主子の疑問が桟る。 教育委員会は学校設置者とし
る費務をもっ。 特に教育課程等の指導場
として指導主事が置かれてし、るが，
者側の指導主事が行うべき指導と外部評語者が
換 する評価内容は当熱奥なってこなければならな
い。 外部評髄報告書に指導主事等が指摘すべき内
容が混在しており， 現場からすれば屋k践者重ね
た評儲になる可能性がある。 独立行政委員会とし
ての教資委員会の権i壌が外部評イ悪者の意見よりも
低くなるとすれ迂， ますます教育委員会の独自
は樽れてしまうことになると患われる。
(7)教青基本計附の進行管理と一体的に実施して
いる事例
教育委員会の点検・評価のf教宵に関
有する者の知見 Jを「教育基i本計画審議会の各委員
の;意晃を踏まえた学識経験を有する者の知見(教
申)Jとし， 教育基本計画の
と教育委員会の点検・詳イ隔を一体的iこ実
施している事剖は，関東地方に存する20万人以上
の人口を抱える中規模の布教育委員会で諮り組ま
れているものである。 当
に位置付けられた政策・施策・事務事業を対象に
点検・評価を行っている。
地方公共司体における教脊振興基本計離の策定
についてはs 教育基本法第1 7条2項に， í地方公
共団体は前壌の計画を委主的し》 その地域の実z清
志じ， 当該地方公共時体における教育の振興の
めの施第iこ関する基本的な計割合定めるよう努め
ければならないJとして， 法律上の努力義務を
している。 これに慕づいて多く
おいて教育擬興計画を第定している。 教育振興計
画のi集計管理は， 予算を持わない事業も含まれる
ことから， 事務事業の点桧・評価作業と知
いる場合もあり， そうした教育委員会では評留
に伴う事務作業の煩雑さが増している。 との事例
はそうした課題を払拭するための取り組みとみる
ことがで、きる。
一般に前年震の事務事業抗な論・詳細の対象と
って， その結果が公表されている。 合衰の時期
がいかに早くとも年度後半になり， 評締結果を次
年度に反映させることは予算確保等の時期的
から見て難しい。 よって，
年の需をおかなければならないのが実借であるQ
Wの教育委員会の教育基本計聞は， 1 0年設を見通
して作成されており， この教育基本計i頗を誰進す
るための具体的な事業内容を示す f実施計画」は 3
カ 年となっている。 そのため当初の実施計画のう
ち 1・2 年昏の事業結果を点検・評価L， 3 年 間に
2期の事業計調の1年闘を重ねるようにして進
行させている。 このような方法であれば間をおく
ことなく評価結果を反挟させることが可能なシス
テムとなっている。
(8) 首長部烏の事務事業評俸の一環として実捺し
ている事例
合長部局が行っているマネジメントサイクノレの
中の評揺を教育委員会評舗に当てはめ， 強部局の
を昌己長検ツーノレとして機能させてし1る
事部は，近畿地方の5 0万都市 の教青委員会での行
われている。 この評鍾の詩的は予 市 民議足度の高
い行設サ…ピスを提供すること， 行政の透明性の
確保と説明責径の潜行， 職員の意識改革の 3 点合
議ぜている。 対象となる事業は全て予算を伴うも
ので， 事業毎に事務事業に関する基礎情報， 事務
事業の実擁機要(PLAX' DO)， 
事務事業の点検( CHE CK) ， 今後の改詩策( A CTION)
の項目からなる評舘シ…トを枠成し， 検証を行つ
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いる。 特に費用 につし、ては， 事務事業の効事性
会評{面するためには正確なコスト〈費用 )を把握す
る必要があるとしてp 実際に支出し
だけでなく， その事業に饗した人件費や減額償却
費及び退犠給与引
ている。
呉{本的事例として f小学校学習指導誰議事業」を
あげる。 事業概要には小学校合同音楽会の開催，
教育用コンテンツの活用， 文集の強行， 県の委託
ある理科おもしろ推進事業の問つがあげら
いる。 これらの事業に対するコストの内訳は
財源内訳等である。 之、変J也有
効性p コスト負担面等から挨註を行い， 今後の設
善震に対応させているの 必要性では f社会的ニー
ズがあるJ， 有効性では f目標を概ね達成しているん
コスト語では節減度においてワまとんど変わらな
いJ，受益者負笹の適性度ととして f受益者負担を
求めるべきもので誌なしリという評側を行ってい
る。 これらを受けて， 今後の事業策では f現状通
り継続jとしてい
首長部毘と全て伺じ内容で点検{乍業が行われて
いるが， 教育委員会分につし1ては， 地教行法に基
づく報告に位置付け， 教育委員会独患の外部評価
者の知見の活用が行われている。
担うした方式は， 首長部局と一体的でない
よ， 手法を閉じにするなどは多く
とられているものと思われるの 拙稿(2 011)の第I
報でも、 首長部局と1嘉徳"性をもつことは縦割り行
を打開するためにも必要なことと思われ
ること、 教育委員会単独実施の場合の事務職員の
負指過重と非合理投については方法冨で対処すべ
きであると
しかし、 首長部昂の事業と
間一視して評倍することには問題がある。
可ても施策を遂行するに当たって
化することは必然のことであるが， 教育に関して
は短期では成巣が見えにくいことが少なくない。
コスト面での結果を誌面に出してしまうことで，
NP持的な成果が上がる事業のみが強襲されてしま
うのマ誌教育委員会の点検ー評価としては袈まし
くないといえよう。 首長部局の評倍シートを活用
する場合には， 教育委員会の特性にあったものに
修正する必要がある。
4 考察
わが国の教育委員会制度は， 戦後の教育改革の
中でアメリカの制度をモデノレに導 入された。 アメ
リカの場合， わが国と異なり州法に基づいて州毎
に教育統治が行われているが， 教育委員会の権限
と責任について，小松(2012)は， I教育委員会は決
定した教育政策に即して， そして学力向上などの
教育目的の達成を目指して学校教育活動を展開し，
その過程を管理・監督する。 さらに学校教育の管
理運営主体として政策の実施に関わる情報を収集
して評価する。 児童生徒の処分に関わる問題など
の教育紛争が生じた場合， 最終的には司法機関に
委ねることになるにせよ， 紛争当事者の聞に立っ
て調停や調整を行うJ ものと紹介している。 わが
国の場合， いじめ問題などの対応に当たってアメ
リカのような権限と責任が暖昧になっている傾向
が時折見受けられる。
今回の調査結果から事務事業の点検・評価のほ
とんどが事業結果を肯定的に捉えていることや今
後の方向性を拡充か現状維持としている傾向を見
る限り， 教育委員会自身が自発的に改善・改革を
行おうとする気概が薄まり， むしろ教育長に委任
された施策や事業を自己肯定することによってそ
の正当性を誇示する手段となってしまわなし1か懸
念する。
堀(2009)は， I事務局の組織能力という場合， 政
策の企画・立案と学校支援の双方に関わるそれが
重要となっており， その観点から， 教育委員会は
自己点検・評価を行うべきであろう。 つまり， こ
れからの事務局には， 学校改善のための専門的指
導・助言を担う人材(指導 行政スタッフ) の量的・
質的充実のみならず， 地域教育のニーズアセスメ
ントや教育政策課題の設定・教育政策の企画立案
に関わる政策スタッフが不可欠であり， その計画
適用性にも配慮してし、かなければならないであろ
う。Jと述べているように， 今の教育委員会に必要
なのは人的資源の充実であり， 早急に対応しなけ
ればならないものである。 指導主事の配置すら出
来ない市町村が少なくない。 教育委員会の権限と
責任を遂行するためにも人的資源の確保は避けて
通れないものであるがゆえに， 事務事業の点検・
評価制度を活用してそれぞれの教育委員会が抱え
る課題を公表し，改善を図る手段とすべきである。
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注
1) 2006年7月31日付日本経済新聞で「教育委
員会制度見直し 学校改革主導 首長に権限J
というタイトルで政策研究大学院大学教授の福
井秀夫氏が述べている。
2) Goog1e 検索を使い「教育委員会事務事業評価
平成 24年J と入力して検索をかけた。 2012年
12月に行った。 最終閲覧日は 2012年12月20
日である。
3) (6 ) (7) (8 )の事例はいずれもインターネット
で得た情報であり直接取材していないことから，
教育委員会名は明示していない。
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